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政府の規制緩和政策の一環として日本住宅性能表示制度が 2000 年 4 月より施行され、居住環

境性能の予測技術の必要性が増してきている。集合住宅に要求される居住環境性能の中でも、音

は重要視される項目のひとつである。その中でも、子供の飛び跳ねなどによって発生する重量床

衝撃音は、躯体の性能によって大きく支配されるものである。今日では、構造技術の進歩に伴い、

鉄筋コンクリート造建物においても様々な新しい構造形態が提案されているが、集合住宅の床仕

様は構造体としての耐力性能ではなく重量床衝撃音遮断性能によって決定されているといっても

過言ではない。 
近年、意匠的な自由度が高まるなどの理由から、1 住戸程度(スラブ面積 60～80m2)を 1 枚のス

ラブとする大型スラブ工法を採用した集合住宅が増加傾向にある。重量床衝撃音遮断性能の予測

方法としては、従来工法によるスラブ面積 25m2 程度のスラブを対象として確立されたインピー

ダンス法が実務においてこれまでよく用いられてきていたが、このような大型スラブは適用範囲

外となる。重量床衝撃音遮断性能を決定する主要因と考えられるスラブのスパンや厚さなどの諸

元は、基本設計段階で決定される事項であり、住戸内の詳細設計に先立って判断する必要がある。

また、集合住宅の建設戸数を考慮すると、FEM などのような詳細だが大規模な解析手法を用いた

予測手法よりも、インピーダンス法などのように簡略な予測手法を確立することが望ましい。 



一方、近年、スケルトン=インフィルなどの計画を盛り込んだ集合住宅も増加してきている。ま

た、消防法の改正に伴い、高層集合住宅ではスプリンクラーの設置が義務づけられた。このため

に、木質系の乾式二重床や、仕上げ天井を設ける必要性が増してきている。これらは重量床衝撃

音に対して性能を低下させる傾向にある。しかし、これらの効果量について定性的に検討してい

る事例は少なく、設計段階での予測・評価についても不明瞭な部分が多い。 
このような背景をもとに、本研究は、 

①1 住戸程度を 1 枚のスラブとする大型スラブ工法集合住宅にも適用できる実用的な重量床

衝撃音遮断性能の予測方法の確立 
②一般的に性能を低下させる方向にある、二重床・天井などの付加材による影響量の把握と

その予測手法の検討 
を目的としている。 
 
本論文の構成と主な内容は以下のとおりである。 
第１章では、研究の背景、目的、および既往の研究について述べている。 
第 2 章では、約 200 床の大型スラブ工法を採用した集合住宅において実測した重量床衝撃音レ

ベルについて、従来の予測計算方法に基づく床衝撃音計算値や、加振力と振動速度の比で定義さ

れるインピーダンス、建物諸元(スラブ厚・スラブ面積など)などとの関連性を示し、以下の結論を

得た。 
(1) 従来のインピーダンス法による重量床衝撃音レベル計算値を実測値と比較した結果、内装

による影響の少ない直床直天井の場合でも、63Hz 帯域では誤差が 10dB 近くなり、過剰設

計となる。また、125Hz 以上の帯域についても、結果のばらつきが大きい。 
(2) 床衝撃音レベルの実測結果から、スラブが厚くなるにつれて床衝撃音レベルはおおむね小

さくなる傾向にある。一方、スラブ面積とはほぼ無相関であり、面積に応じて床衝撃音レ

ベルが大きくなるという傾向はない。 
(3) 床衝撃音と駆動点インピーダンスの実測結果が、ほぼ反比例の関係にあることを確認した。

大型スラブにおいても、従来のインピーダンス法に準ずる方法で床衝撃音レベルが算出で

きるものと考えられる。 
 
第 3 章では、既往の研究を整理し、暴露レベルに着目してインピーダンス法の基本式を導出し

た。インピーダンス法の基本式で用いられるインピーダンス(加振力と振動速度の比)は、加振点か

ら対象となる放射面全体への伝達インピーダンスの逆数の平均値であることを示した。また、ヨ

ーロッパ規格として採用されている軽量床衝撃音の計算式と位置づけとの違いを示した。加えて、

従来のインピーダンス法においては、インピーダンスの計算モデルで考慮されているパラメータ

などに物理的に不明快な点があることを述べた。 
 
第 4 章では、インピーダンス法の基本式に基づいて、修正予測計算モデルを提案し、計算を行



う上で必要となるパラメータの検討を行った。なお、予測計算のためのパラメータは、スラブの

拘束条件やスラブ内の振動の減衰に関するメカニズムは非常に複雑であるため、実際の建物にお

ける振動測定結果をもとに導出した。 
まず、床衝撃音予測のために必要な床スラブの振動性状の予測方法として、伝達インピーダン

スの平均値の算出モデルを以下のように示した。 
(1) 従来のインピーダンス法においては、梁などスラブ端部の拘束によるインピーダンスの上

昇量(以下、端部上昇量)を標準加振源の衝撃中心周波数に応じ与えているが、本計算方法

では、当該周波数での振動モードとの関係を考慮し、端部上昇量に周波数依存性を与える

ものと考え、実験値をもとに端部上昇量の算出式を示した。 
(2) 共振によるインピーダンス低下量は、従来の計算方法では固有振動数が 32Hz 帯域以下の

場合には実質的に一次固有振動数によらず一定値となっているのに対し、本計算方法では、

スラブの一次固有振動数に応じて変化するものと考え、実測結果をもとに低下量を示した。 
(3)  伝達インピーダンス平均値を算出するために、受振点の拘束と受振点への伝播の影響を

考慮するモデルを示した。受振点の拘束の影響を有効放射面積の減少分とし、さらに、伝

播減衰について室内音響で用いられている Beranek の式を二次元振動場に適用し、受振

点における拘束と伝播の影響を総合して近似的に算出する方法を示した。 
続いて、下階受音室の音圧レベルの算出方法について修正を加えた。板振動および下室音場

の有限要素法による数値解析結果の一例を示し、低周波域においては、室の吸音力を変化させ

ても床衝撃音レベルは変化しないという既往の研究結果と一致した傾向にあることを示した。

また、この解析例では、室内の音圧レベルが、ほぼ天井面を面音源とみなした場合の直接音に

よる寄与に等しくなる関係にあることを示した。この関係式に基づいた計算値は、第 5 章に示

すように現場実測値と比較して概ね良好に一致する。ただし、物理的な現象を説明するために

は更なる検討が必要である。 
 
第 5 章では、第 4 章で検討した項目について整理し、実用的な修正計算方法を示すとともに、

付加材の影響の少ない直床・直天井の集合住宅を対象として床衝撃音レベルの現場実測値と計算

値とを比較した。従来のインピーダンス法による計算結果では、実測値に対して平均 8dB 程度過

大となるのに対し、修正計算法では平均 1dB の誤差であり、提案した計算方法の有効性を確認し

た。また、板状の集合住宅に限らず、構造技術の進歩に伴い近年増加傾向にある 1 住戸 1 スパン

を越える超大型スラブを採用した集合住宅に対しても適用できる可能性があることを示した。 
 
第 6 章では、フリープランや高寿命対応集合住宅などの要求から、近年増加傾向にある木質系

二重床および二重天井が重量床衝撃音に及ぼす影響について、実測結果をもとに検討を行った。

二重床や二重天井を設けることは、一般的に重量床衝撃音遮断性能を低下させる。ここでは、実

際の建物における二重床や天井による性能低下に関する種々の実験を行い、以下の結論を得た。 
(1)スラブ厚 300mm と比較的厚い床の建物において、各種二重床の重量床衝撃音低減量を測定



すると、スラブ厚 150mm～200mm 程度の実験室で測定された結果と比較して性能の良悪

の傾向が一致しない場合がある。二重床の性能は、躯体との連成系として検討していくべ

きである。 
(2) 中空層の空気ばねの影響に着目し、懐寸法や空気抜きの有無と重量床衝撃音低減量の関係

について現場実測値をもとに整理した。天井の影響は懐寸法と天井板によって決定する共

鳴透過周波数との関係が高く、二重床では床周囲に空気抜けを設けることで性能の低下が

抑制される方向となる。 
 (3)重量床衝撃音低減量の加振点位置の違いによる分布性状を測定すると、天井の低減量は位

置によらずほぼ一定の値として与えられる一方、二重床については空気ばねや支持脚によ

る振動伝搬によって設置後の重量床衝撃音遮断性能が加振点によらずほぼ一定となる。 
以上の結果を踏まえ、二重床および天井を付加した場合のそれぞれの低減量を重量床衝撃音の

予測計算に適用する場合の計算方法と、実態を考慮した天井・二重床の低減量の設定値を示した。 
 
第 7 章では、全体を総括するとともに今後の課題について述べている。 
 
本論文で提示した実用的な重量床衝撃音の予測手法により、近年認識の高まりつつある集合住

宅における音環境性能の向上を図るとともに、要求性能に対し適正な床厚を設計することが可能

となった。また、二重床や天井を付加することによって重量床衝撃音遮断性能が低下することを

示したが、付加材の影響によるばらつきは躯体性能の予測精度と比べて大きい。今後は、内装材

の詳細な施工方法と床衝撃音遮断性能の関連などを明らかにするとともに、建物全体の振動伝播

系や内装材からの放射の影響などを考慮した計算方法を確立することが主要な課題である。 
 


